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＜要 約＞ 
筆者は、前号（嘉悦大学研究論集第 53巻第 1号 75頁）にて、外国の空港カウンターで行
われた不法行為における国際裁判管轄及びその準拠法の決定に関する東京簡裁平成 22 年 1
月 18 日判決について紹介し、若干の検討を行った。それを受けて、本稿では、その控訴審















1  問題の所在 





～東京地方裁判所平成 22年 6月 22日判決～ 
 
Die internationale Zuständigkeit für die unerlaubte Handlung und 
das anwendbare Recht.－LG Tokio, Urteil vom 22.06.2010－ 
 

















している状況にあったが、国際裁判管轄に関する昭和 56年 10 月 16日第二小法廷判決及び







本稿で検討する東京地裁平成 22年 6月 22日判決は、筆者が本誌前号において若干の検討








2  東京地裁平成 22年 6月 22日判決 
(1) 事実の概要 
埼玉県に本店を有する中古建設機械等の販売を行う会社である X（控訴人、株式会社 G・
T・R）が、外国企業である訴外 A 社との間で中古建設機械等を販売する目的で、A のエン
ジニアである訴外 Bを日本に招聘し、売買契約の締結交渉を行うために準備を整えていたと
ころ、 Bがバングラディッシュのダッカ国際空港において、外国の法令に準拠して設立され、




あることを理由に B の搭乗を拒絶すると同時に、C が B に対して現地通貨で 50,000TAKA
を支払えば搭乗させる旨の発言をする等のトラブルが発生した結果、結局、Bは Yの航空機
に搭乗することができなかった。 



































第 130号同 56年 10月 16日第二小法廷判決・民集 35巻７号 1224頁、最高裁平成 5年（オ）





（オ）第 1660号同 9年 11月 11日第三小法廷判決・民集 51巻 10号 4055頁参照）。」 
「被控訴人は、シンガポール共和国法に基づいて設立された、同国に本店を有するいわゆ
る外国会社であり、日本国内においては、東京都千代田区有楽町に支店を有していることは、





























































3  本判決の検討 
(1) 従来の国際裁判管轄に関する議論状況 
前述したとおり、わが国における財産関係事件に関する国際裁判管轄についてのリーディ
ングケースは、マレーシア航空事件（最高裁昭和 56年 10月 16日第二小法廷判決・民集 35
巻７号 1224 頁）である。本判決は、第１審判決と同様にマレーシア航空事件最高裁判決で
判示されたルールに従い、さらにドイツ車預託金事件最高裁判決（最高裁平成 9年 11月 11














































































との 4点が判決の基礎となっている（第 2審における主張・立証の方が、第 1審判決を踏まえ
ていることもあってより詳細に主張等がなされているという事情はある）が、かかる判断の








































































あるカードリーダー事件（最高裁平成14年 9月 26日判決・民集56巻 7号 1551頁、判時













































(6) 改正民訴法案第 3条の 9との関係 
仮に改正民訴法案が成立した場合、本件はどのように処理されるべきかについて若干の検
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2）本判決の原審である東京簡裁平成 22 年 1 月 22 日判決について検討した石川光晴「外国の空港の
搭乗カウンターで行われた不法行為における国際裁判管轄及びその準拠法～東京簡易裁判所平成





















て判旨に賛成するものとして、竹下守夫＝村上正子・判タ 979号 22頁以下、山本和彦・民商 119
巻 2 号 267 頁がある。その他、ドイツ車預託金事件を含めたわが国の国際裁判管轄に関する学説
の議論状況及び参考文献については、石川・前掲注 2）78頁以下を参照。 














126  嘉悦大学研究論集 第53巻第2号通巻98号 平成23年3月 
事件に限定すべきであるとする見解を『業務関連管轄説』」としている。判例は、原則として事務



























































ける『結果』の解釈」千葉大学法学論集第 24 巻 3・4 号（2010）118 頁、森田「不法行為の準拠





17）溜池・前掲 396 頁。本最高裁判決の解説として、高部眞規子・ジュリ 1239 号 130 頁、同高部・







ように思われる」と評価する。法例第 11 条 1 項に関する判例・裁判例の詳細な分析については、
森田・前掲「『原因事実発生地』の解釈」121頁以下を参照されたい。 
19）佐野寛「法例における不法行為の準拠法――現状と課題」ジュリ 1143号 51頁。 































（平成 22年 10月 25日受付、平成 22年 12月 14日再受付） 
 
 
